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令和３年２月 

一般財団法人自治体国際化協会 

 

令和元年度姉妹（友好）都市提携自治体の活動概況について（結果概要） 

 

１ 趣旨 

一般財団法人自治体国際化協会は、地方自治体等が国際交流事業を実施する上で参考としていただ

くことを目的に、毎年度、姉妹(友好)都市提携を締結している海外の自治体との交流事業等の実績を

調査し、その結果を公表しています。 

 

 

２ 調査の概要 

（１）調査時期 

令和 2年 8月 

 

（２）調査対象 

海外の自治体と姉妹（友好）都市提携を締結している地方自治体。令和 2 年 3 月 31 日現在、都

道府県・政令指定都市・市区町村、総数 882自治体 1,764件。 

 

（３）調査方法 

電子メールにより調査票を各支部（都道府県・政令指定都市）宛に、市区町村は都道府県を経由

して送付した。837の自治体から回答を得た。 

 

（４）調査内容 

令和元年度中に海外の姉妹（友好）自治体との間で行った交流事業について、「事業分類」及び

「事業内容」を調査した。「事業分類」は別表のとおり。 
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＜事業分類＞ 
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３ 調査結果の概要（※調査結果中の「特例市」は施行時特例市のことを指しています。）  

（１）姉妹(友好)都市提携件数について 

令和元年度末時点での姉妹(友好)都市提携件数は前年度末から 22件増加し、1,764件となってい

ます（［図表１］参照）。 

［図表１：姉妹(友好)都市提携件数の推移］ 

 

姉妹(友好)都市提携先の自治体の地域に着目してみますと、アジアが最も多く（780件）、次いで北ア

メリカ（565 件）、ヨーロッパ（373 件）、オセアニア（182 件）の順となっています（［図表２］参照）。 

［図表２：地域別の姉妹(友好)都市提携件数の推移］ 
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（２）姉妹(友好)自治体との交流事業件数について 

令和元年度中、姉妹(友好)都市提携に基づく交流事業は、国内 608の自治体（都道府県 38、市区

町村 570と、海外 53の国・地域における 940自治体との間で、1,966件（都道府県 381件、市区町

村 1,585件）が実施されました（［図表３］参照）。 

［図表３：姉妹(友好)交流事業件数の推移］ 

    

 

令和元年度中に実施された交流事業の分野に着目してみますと、「(１)教育分野（747 件）」が最

も多く、次いで「(８)行政分野（581件）」、「(２)文化分野（256件）」の順となっています（［図表

４及び５］参照）。 

［図表４：交流事業の分野割合］ 
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［図表５：分野別、都道府県・市区町村別の姉妹(友好)交流事業件数］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)教育 (2)文化
(3)スポー

ツ

(4)保健、
医療、福

祉

(5)経済
（農業等）

(6)経済
（工業等）

(7)経済
（商業等）

(8)行政
(9)ホスト
タウン

(10))外国
人技能

実習生の
受入れ

(11)その
他

合計

747 256 75 26 20 3 85 581 50 1 122 1,966
　　 割合　　 割合 (38.0%) (13.0%) (3.8%) (1.3%) (1.0%) (0.2%) (4.3%) (29.6%) (2.5%) (0.1%) (6.2%) (100.0%)

都道府県・件数 121 54 18 11 7 0 25 121 4 1 19 381
　　　　　割合 (31.8%) (14.2%) (4.7%) (2.9%) (1.8%) (0.0%) (6.6%) (31.8%) (1.0%) (0.3%) (5.0%) (100.0%)
市区町村・件数 626 202 57 15 13 3 60 460 46 0 103 1,585
　　　　　割合 (39.5%) (12.7%) (3.6%) (0.9%) (0.8%) (0.2%) (3.8%) (29.0%) (2.9%) (0.0%) (6.5%) (100.0%)

事業分類

全体･件数
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これまで行われてきた交流事業について、分野ごとの割合の推移に着目してみますと、「(１)教

育」、「(８)行政」、「(２)文化」の３分野の割合が継続的に高くなっており、全体の約 80％を占めて

います。 

分野ごとの割合の比率は昨年度と大きく変わっていません（［図表６］参照）。 

    

［図表６：分野別の交流事業の割合の推移］ 
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 １自治体あたりの事業件数に着目してみますと、令和元年度は 2.20件となっており、平成 21年度か

ら概ね横ばいに推移しています（［図表７］参照）。 

 

［図表７：１自治体あたりの事業件数の推移］ 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

姉妹(友好)都市提携自治体数（Ａ）

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

件数 841 843 852 855 860 863 867 870 875 879 882

事業件数（Ｂ）

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

件数 1,675 1,798 1,963 2,085 2,099 2,472 1,906 1,959 2,055 1,792 1,966

１自治体あたりの事業件数（Ｂ／Ａ）

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

事業件数 1.99 2.13 2.30 2.44 2.44 2.86 2.20 2.25 2.35 2.04 2.23
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（３）相手国別の交流状況について 

国別の交流事業件数（棒グラフの上段）に着目してみますと、アメリカ（514 件）が最も多く、

次いで中国（493件）、韓国（160件）、オーストラリア（130件）の順となっています。 

一方、姉妹(友好)都市提携先の自治体の国（棒グラフの下段）に着目してみますと、アメリカ（455

件）が最も多く、次いで中国（373件）、韓国（163件）、オーストラリア（107件）の順となってい

ます（［図表８］参照）。 

 

［図表８：相手国別の交流事業件数と姉妹(友好)都市提携件数（令和元年度 上位 10の国・地域）］ 
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交流事業の内容に着目してみますと、アメリカ、オーストラリア、カナダ、ニュージーランドな

どの自治体との交流においては「(１)教育分野」の割合が高く、一方、中国、韓国などの自治体と

の交流においては「(８)行政分野」の割合が高くなっていることが分かります（［図表９］参照）。 

 

［図表９：相手国別の交流事業内容の割合（令和元年度 上位 10の国・地域）］ 

 

 

  

順位 国名 (1)教育 (2)文化
(3)スポ-

ツ
(4)保健、
医療、福祉

(5)経済
(農業等)

(6)経済
(工業等)

(7)経済
(商業等)

(8)行政
(9)ホスト
タウン

(10)外国
人技能実
習生の受

入れ

(11)その
他

合計

件数 249 68 9 3 5 0 12 110 18 0 40 514

割合 (48.4%) (13.2%) (1.8%) (0.6%) (1.0%) (0.0%) (2.3%) (21.4%) (3.5%) (0.0%) (7.8%) (100.0%)

件数 130 45 19 18 7 2 31 187 10 0 44 493

割合 (26.4%) (9.1%) (3.9%) (3.7%) (1.4%) (0.4%) (6.3%) (37.9%) (2.0%) (0.0%) (8.9%) (100.0%)

件数 43 27 13 0 1 0 10 58 1 1 6 160

割合 (26.9%) (16.9%) (8.1%) (0.0%) (0.6%) (0.0%) (6.3%) (36.3%) (0.6%) (0.6%) (3.8%) (100.0%)

件数 76 16 3 1 1 0 0 26 1 0 6 130

割合 (58.5%) (12.3%) (2.3%) (0.8%) (0.8%) (0.0%) (7.7%) (13.8%) (0.8%) (0.0%) (4.6%) (100.0%)

件数 28 15 8 1 0 0 10 18 1 0 7 88

割合 (31.8%) (17.0%) (9.1%) (1.1%) (0.0%) (0.0%) (11.4%) (20.5%) (1.1%) (0.0%) (8.0%) (100.0%)

件数 21 12 8 0 0 1 1 10 0 0 14 67

割合 (31.3%) (17.9%) (11.9%) (0.0%) (0.0%) (1.5%) (1.5%) (14.9%) (0.0%) (0.0%) (20.9%) (100.0%)

件数 17 12 2 0 0 0 2 17 2 0 5 57

割合 (29.8%) (21.1%) (3.5%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (3.5%) (29.8%) (3.5%) (0.0%) (8.8%) (100.0%)

件数 15 9 3 0 0 0 7 15 1 0 4 54

割合 (27.8%) (16.7%) (5.6%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (13.0%) (27.8%) (1.9%) (0.0%) (7.4%) (100.0%)

件数 36 3 2 0 0 0 0 6 2 0 2 51

割合 (70.6%) (5.9%) (3.9%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (11.8%) (3.9%) (0.0%) (3.9%) (100.0%)

件数 24 6 0 0 0 0 3 9 3 0 5 50

割合 (48.0%) (12.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (6.0%) (18.0%) (6.0%) (0.0%) (10.0%) (100.0%)

件数 639 213 67 23 14 3 76 456 39 1 133 1,664

割合 (38.0%) (12.6%) (5.7%) (0.9%) (0.8%) (0.6%) (3.6%) (29.1%) (2.3%) (0.1%) (7.3%) (100.0%)
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（４）事業費について 

 国際交流活動にかかる１自治体あたりの総事業費を見ますと、都道府県では、0 千円～5,000 千円未

満、5,000 千円～10,000 千円未満(21.6％)が最も多く、次いで 10,000 千円～15,000 千円未満(10.8％)

が多くなっています。政令指定都市では、5,000千円～10,000千円未満（23.8％）が最も多く、次いで

30,000 千円以上(19.0％)となっています。また、市区町村では、0 千円～5,000 千円未満(55.9％)が最

も多く、次いで 5,000千円～10,000千円未満(11.7％)となっています（［図表１０］参照）。 

 

［図表１０：1自治体あたりの総事業費合計の割合］ 
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姉妹(友好)都市提携数が年々増加している一方で、姉妹(友好)都市提携ではなく、特定の分野におけ

る協定等に基づく交流や協定等に基づかない交流も年々増加しています。また、令和元年度も、平成 30

年度からの流れでホストタウン交流も活発になっており、このことから、自治体における国際交流は姉

妹(友好)都市提携に基づく交流に限らず多様な広がりを見せていると考えられます（［図表１および６］

参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇◆◇◆◇ 国際交流活動の傾向について ◇◆◇◆◇ 
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（参考）都道府県別姉妹(友好)都市提携数 

 
 

 

2020年3月31日現在

都道府県

提携件数 自治体数 提携件数 自治体数 提携件数 自治体数 提携件数 自治体数 提携件数

北海道  10 1 5 29 67 43 49 73 126

青森県  6           -           - 6 12 12 16 19 34

岩手県  0           -           - 10 19 7 10 17 29

宮城県  3 1 7 9 23 9 13 19 39

秋田県  2           -           - 7 16 3 3 11 21

山形県  3           -           - 10 24 9 10 20 37

福島県  0           -           - 10 15 15 19 25 34

茨城県  2           -           - 19 34 5 6 25 42

栃木県  3           -           - 13 25 3 4 17 32

群馬県  1           -           - 11 27 6 10 18 38

埼玉県  5 1 6 24 48 2 2 27 55

千葉県  3 1 7 24 47 2 3 27 53

東京都  12           -           - 29 53 4 4 34 69

神奈川県  4 3 18 16 41 4 7 21 52

新潟県  1 1 6 14 39 3 3 18 43

富山県  4           -           - 8 20 2 3 11 27

石川県  3           -           - 10 29 2 2 13 34

福井県  3           -           - 6 13 4 5 11 21

山梨県  5           -           - 12 26 6 5 19 36

長野県  2           -           - 16 29 18 22 35 53

岐阜県  1           -           - 14 26 7 8 22 35

静岡県  3 2 8 20 46 4 5 25 54

愛知県  3 1 6 29 56 3 3 33 62

三重県  4           -           - 8 14 1 1 10 19

滋賀県  3           -           - 11 31 3 4 15 38

京都府  7 1 9 13 35 2 2 16 44

大阪府  9 2 11 30 68 3 3 34 80

兵庫県  7 1 8 27 62 4 5 32 74

奈良県  3           -           - 5 12 3 3 9 18

和歌山県  5           -           - 5 10 7 15 13 30

鳥取県  7           -           - 4 6 9 11 14 24

島根県  4           -           - 9 20 3 4 13 28

岡山県  5 1 8 12 33 5 6 18 44

広島県  3 1 6 11 29 0 0 12 32

山口県  3           -           - 11 26 1 1 13 30

徳島県  3           -           - 4 8 2 2 7 13

香川県  1           -           - 7 14 5 4 13 19

愛媛県  4           -           - 6 12 2 2 9 18

高知県  3           -           - 7 10 3 3 11 16

福岡県  5 2 14 10 27 2 2 13 34

佐賀県  1           -           - 8 14 4 5 13 20

長崎県  3           -           - 9 28 2 4 12 35

熊本県  3 1 8 8 19 4 6 13 28

大分県  0           -           - 8 27 0 0 8 27

宮崎県  0           -           - 8 15 2 2 10 17

鹿児島県  3           -           - 13 21 6 5 20 29

沖縄県  4           -           - 9 13 4 4 14 21

合計  169 20 127 589 1,289 250 306 882 1,764
1自治体当たり

提携件数 3.6 6.4 2.2 1.2 2.0

政令市 市　　区 町　　村 合　　計


